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『高齢化する経営者や建物から見た不動産の次の時代』 
 

超高齢化社会と言われて久しい日本。それは『企業経営者』や『建物』についても同様の現

象が起こっています。今回はこの状況についてレポートしました。 

 

 【図 1】は、企業（個人事業者を含む）経営の担い手数の推移を示すグラフです。59 歳

以下の経営の担い手は、1992 年から 2017 年にかけて約 45％減少しています。 

60 歳以上で見た場合、同じ期間に約 25％増加しています。2017 年時点では 60 歳以

上が 59 歳以下を上回っています。 

【図 2】の年代別で見た場合、もっとも多い経営者の年齢は 1995 年に 47 歳だったが、

2018 年には 69 歳となっており、経営者年齢の高齢化が進んでいることがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図 1】 

【図 2】 



 不動産市場では、この状況を反映して、中小企業が長年保有していた本社ビル・工場・

店舗・土地などが売却されるようになってきています。目立つのは老舗企業で、好立地

の不動産も少なくありません。廃業や解散を機に、保有不動産を売却して社員の退職金

に充てる例もあります。本業の衰退や経営者の高齢化に直面し、不動産を活用する姿勢

が、不況期にはさらに強まることは過去何度も繰り返されてきています。コロナショッ

クがこの動きにより拍車をかけています。 その結果、中小企業による不動産の売却が

増え、その有効活用の動きが強まります。経営者の高齢化が、不動産の流動化を促進す

る現象がおこってくる可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 日本では、「建物の高齢化（老朽化）」も問題になっていくことは間違いありません。築

年数の古い住宅の取引件数が増加し続け、中古住宅市場は成長しています。 最近の首都

圏のマンション市場では、中古の取引件数が新築の販売戸数を上回ってきていています。

【図 3】のように、東京都の中古マンションの成約物件と新規登録された物件のそれぞれ

の築年数は、年々延びています。 また、築年帯別の成約件数では、築 31 年以上の比率が

上昇傾向です。 

 

 

 

 

 

 

※「不動産流通機構」データより 

【図 3】 



 リフォーム技術の進展などで、従来の動きに変化が見られるようになりました。 こ

れまで新築に押されてきましたが、国の政策も中古住宅の流動化に力点を置くように

なってきています。住宅・オフィス・店舗などは、コンバージョンによる再生事業が

活発化する可能性があります。空き家や空き店舗なども、利用目的の変更やリフォー

ムなどで、再利用する例が見られるようになりました。築 100 年を超える古民家が生

き返る例も珍しくなくなりました。今後は、どのように再生すれば「付加価値」が高

まるのか、という視点も必要になってきます。「既存の建物」の再生は時流になって

います。再生が難しいものなどは「解体」した方がよい場合もあるかも知れません

が、建物の高齢化社会では、人と同じく「多様性」が求められているのではないでし

ょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
不動産に関するご相談は 

『あなぶき不動産流通』にお任せください！ 


